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フランスにおける高齢者最低所得保証の起源
―老齢被用者手当(AVTS)－
中 上 光 夫＊
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は じ め に
日本で は、現在、国民年金や厚生年金などの公的年金制度の老齢年金を受給するには、原則 とし
て、最低20 年とか25 年といった年金制度への加入期間（実質的には、保険料の拠出期間）が必要と





保証する仕組み2) が設定されている。国籍や居住、年齢などの条件 を満たせば、つ まり「フランス
に住んでい る高齢者」であ れば、たとえ年金保険料を払っていない場合でも、収入が一定以下であ
るならば、最低保証額 まで の給付の支給が保障 されるわけである。 こうした所得の最低保証 のため
の給付は、拠出 と無関係 に、し かもmeanstest^ ）を伴いながら支給されるのだから、公的扶助 の範躊
に属していると言うことも可能である。 ただし、日本では、公的扶助といえば「生活保護」が想起
され、「ミーンズ・テスト」も生活保護の厳しい「資産調査」のこととして理解されるが、こうした
もの とは随分異なるようであ る。（むし ろ日本で「社会手当」や「社会扶助」と呼ぶ もの一 丿列えば、
児童手当や老齢福祉年金- に近い のかもし れない。）日本で は、公的年金制度 は社会保険なので
あって、公的扶助であってはならず、両者には、保険料の拠出- すなわち自助努力－ の有無と
いう大きな違いが存在しているのであり、両者は厳し く峻別 されねばならないという考えがあるの
だろう。4）こうした考え方は社会保険 方式 すなわち保険料の拠出制 を堅固 に守 るた めに必要 とされ
るのだろうが、日本の社会保障を厳しい ものにし てい る一つの要素であり、また、 そうした考 え方
も保険料の拠出制 を守れるとは限らない というのが昨今の日本の状況であるのだろう。
ともあれ、 フランスでは、どのような思想 に基づいて、どのような経緯を経て、 どのような内容
の高齢者 の最低所得保証の仕組みが作 られることになったかを、「老齢被用者手当（AVTS ）」に焦点
を当てながら、時期的には、1928-30 年社会保険法の制定から第二次世 界大戦 が終結し、社会保障計
画が出来てくる頃までの時期を中心 にして考察してみようとすることがー それがどの程度果たさ
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れたかは別 とし て一 本稿の目的である。1.1928-30
年 社 会 保 険 法 の 老 齢 保 険1928
年4 月5 日の社会保険法は
ヽ 特殊職域を対象に設立された特別制度に属する賃金労働者 （被





礎 となる「基礎賃金」の4 ％の保険料を「老齢保険」のために拠出する。30 年間以上保険料 を拠出し




こうした仕組 みを制度的に保証するために、老齢保険を扱う「老齢金庫」が設けられてお り、 こ
れは、長期保険を扱う「積立 の金庫」の範躊に分類されていた。被保険者はいずれかの老齢 金庫に
加入 する。老齢金庫は各被保険者のために個人口座を開設し、 そこに割り当てられた保険料を積 み
立 ててい き、その個人ご との積立 金を原資にして年金を支給 するという積立方式が採られてい る。
年金原資に割り当てられる保険料は、法律には規定されていなかったが、被保険 者の年齢によって
異な り、30 歳以上の者は賃金の3.6％、 それ未満の者は賃金の2 ％を充当 することとされた。 これは
予定利子率で金庫に積 み立てられた。8)1910
年の労働者農民老齢年金法（ROP ）のときもそうであったが、老齢年金設定のための積立の
方式 には二通りあり、被保険者 はそのいずれかを選択 することになっていた。 それは、「元金譲渡
（capitalaliene）」の方式 と「元金留保 （capital「eserve」」 の方式 である。元金譲渡方式では、被保
険者 は、一定の年齢で支給される終身年 金と引き換えに、その積立金を決定的に放棄する。 これに
対し て、元金留保方式では、被保険者が金庫に拠出した保険料は、一定 の年齢で終身年金の支給に
充 てら れるほかに、その被保険者が死亡したとき、年金の支給開始の前であっても後であっ ても、




き下げられることになる。9)例をあげれば、30 歳の被保険者が利率 （tarif)5.5％で100 フランの一回
限 りの拠出（versementunique ）をした場合、60 歳において彼の受け取る年金は、元金譲渡方式での
拠出であれば73.34フランであ るが、元金留保方式での拠出であ れば57.94フランとなる。この同じ被
保険者が10 フランの年々 の拠出（versementannuei ）をしていった場合、年金額は60歳で、元金譲渡




適用利率 4 ％ 4.4％ 4.6％ 5 ％















































































川 表の中の各数値は、各年齢段階 の5 ヵ 年間の平均値 である。従っ て、一定の適 用利 率と決まった元 金の扱 い方の下で、16歳か ら60 歳 まで毎年l
フラン拠 出し、60歳で年金 を受給し始 める場 合の終身 年金の 概算値は、いずれ かの適 用利率 の もとの元 金留 保か元金譲渡のどちらかの列の各年
齢段階毎 の数値 を5 倍し たもの の合計 として計算 される。(2)
元の数値は、0.20となっているが、前後関係 から考えて間違いであろ うと思 われる。0.30は筆者 の推 定値である。
こうした老齢年金の二つの設定方法については賛否両論があった。一方では、 元金留保方式は一
種の貯金であり、死亡保険の萌芽 をなすもの として、妻子のある被保険者や相続人 になにがしかの
資産を残したいという人のために必要だといわれていた。元金留保方式 は、被保険者が自分の年金
が減少するという犠牲 を払いながら他に利益を与えるという利 他主義的な方法で あるのに対して、






年社会保険法 も、老齢金庫の個人 口座への保険料の積立に関して、元金譲渡 と元金留保 の二方
式を規定していたが、元金譲渡 方式が基本 とされ、被保険者が元金留保方式を特 に希望しない限り
は元金譲渡方式が適用され、元金留保 方式を希望する場合はその旨を書面にて申請しなければなら
なかった。年齢上の理由で必要な回数の拠出が行えない被保険者については、元金譲渡方式で拠出
が行われねばならない とされていた。 また、既 に被保険者として拠出を行ってきている者 が元金の
扱い方の変更を希望 する場合、元金譲渡 から元金留保への変更 は将来の拠出分については可能であ
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す る だ けで な く、 同時 に、施 行 規則 に よっ て 決定 さ れた諸表 に基 づ き、 金庫 にい か なる追 加 的 な 負
担 も負 わ せな い よう に計 算 さ れた 年 金 の 減額 を受 け入 れ る とい う こ とを 申し 立 て ね ば な ら な か っ
た。 こ の減額 は絶 対的 で あっ て 、 た とえ被 保険者 の 配偶 者が 被 保険 者 の生 存中 に死 亡 し てし まっ た
として も、 元 に戻 す こ とはで きない。
委 譲 年 金を受 給 す るた めに は、 被 保険 者 の配偶 者 は55 歳 に達し て い なけ れば な らない が 、 年 金 の
受 給 を60 歳以 後 に延 期 す るこ ともで きた 。 年金受 給 の際 の被 保険 者 の 配偶者 の年 齢 に応 じ て 老齢 年
金 の 増減 が 生じ た。 こ の委 譲年 金 を選 択 し た被保険 者 に は、 月額 保 険料 の拠 出 を条 件 とし て、 本 人
とそ の配 偶 者 のた めの 疾病保 険 の現物 給 付 の受給権 が認 めら れ るこ と になっ てい た。13)
また、 非稼 得者 で あ る被保 険 者 の 妻は、 定額 の保 険 料を 支払 う こ とに よっ て彼 女 自身 の権 利 とし
て少 額 の 年 金を受 給 す るこ とが で き るよ う にする こ と も可 能で あ った 。14）30
年 社会 保 険法 に よ る老齢 年 金制 度 は また、 こ の法律 が施 行 さ れた1930 年7 月1 曰に お い て30 歳
以 上 で あっ て、60歳 まで に30 年 間 の拠 出 を行 え ない 被 保険 者 を対 象 に、経 過措 置 とし て、5 年 間 の 拠
出 で600 フ ラ ンを下 回 ら ない年 金 の支 給 を保 証 してい た。5 年以 上 拠出 し た場 合 に は、年 金 の最 低保
証 額 は、 平 均基 礎賃 金 の40 ％ の30 分 の1 （すな わち、 平均 基 礎賃 金 の75 分 の1 ）に拠 出年 数 を乗 じた
表2 拠出年数別老齢年金最低保証額表田 （単位:フラン）
被 保 険 者 の 範 躊 I II m IV V
基 礎 賃 金 1,800 3,600 5,400 7,200 10,800
各範瞭内30年拠出の最低保証許 ） 720 |,440 2,160 2,880 4,320































































この表は30年法の規定に基づ くものであ り、法施行時30 歳以上の 被保険 者に適 用される。36年以後は被保険者 の範鴎区 分はない。(2)30
年 間の拠出 により平均 基礎賃金の40% の年金が保証 される。(3)1
年の拠出に つき、平均基 礎賃金の40% の30分の｜ の年金最低保証額が増 額される。
中上 ： フラ ンスに おけ る高 齢者 最低 所得 保証 の起 源 － 老齢 被 用者手 当 （AVTS ）一 61
金額 か600 フランかいずれか高い方の金額とされた。（表2 参照）また、支給される年金額は拠出1 年
につき基礎賃金の平均の75 分のI を下回 らない ことともされていた。最低保証額は、3人以上の子供
を16 歳 まで育てた被保険者には1 割増額されることになっていた。15)
この老齢年金額の最低保証と公的扶助 との関連についても社会保険法は触 れており、「600 フラン
以上の老齢年金を受給する被保険者は、障害や不治の高齢者への扶助 に関する1905 年7 月14 日法を
利用することはできない。」（28－30 年法第57 条） と最低保証の年金額 の受給者を高齢者扶助 の対象
から除外し た。 この場合、老齢年金は元金譲渡方式での拠出に基づいて設定されるとみなされ、 そ
れ以外のや り方が採 られた場合には、元金譲渡方式のもとで積み立て が行われていた場合の年金額
に換算して、その金額が600 フラン以 上となれば1905 年7 月14 日の高齢者扶助法の対象からはずすこ
とにしてい る。 ただし、市町村 が被扶助者 に与 える救済金が被保険者 として受 給する年金を上回る
場合は、被保険者に扶助される権利 があ るのならば、市町村はその負担において、その被保険者に

















なっていた／ ）こうして支払 われた被保険者の保険料の一部 は、 とりわけ法施行5 年経過後 に最低
保証額の年金が支払われるようになってからは、積 み立てられずに、そのまま年金の最低保証の資
金 に充てられるようになってい く。 この部分については、「賦課方式」が行 われていたのである。
フランスの30 年法による老齢年金制度は、以 上のように、拠出額 と拠出期間 に応じて年金額が決
定 されてくる部分と必ずし も拠出に対応しないで年金額が決 まって くる部分、制度的には、個人口
座への積立の部分と最低年金額を保証するための拠出部分の二つの部分から構成されていたわけで
あり、年金財政の基盤に着目するならば、積立方式が採用されている部分 と、事実上賦課方式 となっ













2 。 老 齢 被 用者 手 当 （AVTS:Allocationauxvieuxtravailleurssalaries ）
（1）AVTS 創設の背景30







金なのであって、「適度」な年金額には達していなかったであろう。しかも、 インフレ は、 そうした
少ない年金 をさらに価値の少ない ものにしてし まい、年金の「最低保証」 という仕組みを もほとん
ど意味のない ものにしていくのであった。1939
年に、50 億フランの社会保険の保険料収入 のうち、「積立の金庫」が、1910 年の労働者農民老
齢年金法による年金と社会保険法に基づ く年金のために支払った金額は5 千万フランを超 えなかっ
た。20)支給された個々の年金 の金額の少なさに加 えて、年金受給者 もまだ少ない という状況であっ
たた め、年金の総額も少なかったのである。加えて、社会保険がカバーするはずの労働者で あって
も、 そこから洩れている人々 も少なくなかったのである。21)1939
年9 月の第二次世界大戦の勃発、40 年6 月 のフランスのド イツへの降伏 とその後のド イツ軍
に よる占領 の結果、 老人の生活の悲惨さは一層増大し た。 老齢年金 は老人の生活を支えなくなって
おり、大きく減価した年金しか生み出さない年金制度には強い不信感がもたれることになった。窮
乏した老人 たちは政府 の緊急対策を求めていた。 こうした事情が直接的 な契機 となり、22)ヴィシー
政府は受け入 れ難い老人の悲惨さを軽減するために「老人退職年金（retraitedesvieux）」を創設し、






































































（2）30 年7 月1 日時点に30歳以上で、60歳までに5 年間以上の継続的な拠出を行った被保険者は、
中 上： フ ラン スにお け る高齢 者最 低所 得保 証 の起源 一老 齢被 用 者手 当 （AVTS ）一 65
600フランを下回らない最低保証の年金の受給権を得る。30)




















を満たさない41年1 月1 日現在50歳以上の非農業の被保険者の場合、つまり継続した5 年以上の保
険料の拠出がなされていないような場合には、60歳の時点で、4!年1 月1 日の前に彼の個人口座に
拠出された積立金に基づく年金に加えて、41年1 月1 日以後老齢保険へ払い込まれる拠出金の総額
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され、その年金には、停止された個人口座に記載されている年金（rentes）に等しい金額が割増され、
また、停止日以降の老齢保険への拠出額の10分の｜も割増されることとされた。（法第13条）この規





















年第1 四半期に、老齢被用者手当は165 万人 に支払われた。それは65歳以上の老齢人口 のおよ
そ36 ％になるものだった。165 万の手当受給者のうち、90 万人 は社会保険にもROP にも加入してい
なかった。（老齢労働者は、その50 ％が、社会保険に全 く登録していなかった、という言い方 もされ
る。36)）しかも、 この数字には、老齢被用者手当（AVTS ）法の名の下 に年金補足を受給した特別制
度の年金の加入者が含 まれていないげ ）AVTS
の制度は、社会保険 の被保険者であるか過去に被保険者であったことを手当の受給要件の
一部に含 んでいるとはい え、被保険者でなかった者にも手当が支給さ れるわけであり、保険料 の拠









のが一般的であろうが、フランスで は、35 年に社会保険に対する国庫補助が大幅に引 き下げられた
後、AVTS が創設された41 年にはこれが廃止された。4o)ということは、AVTS は、社会保険保険料












いられた。43)しかし、ヴィシー政権の下では明確な対策は採られず、1944年12 月30 日の オルドナンス
が社会保険の財政再建 を担うことになる。 このオルド ナンスは、社会保険で保険料算定の基礎 とな
る賃金の4 ％(別 の規定がある奉公人 を除 く)44)の、雇主が負担 する特別拠出(contributionspeciale)
を創設した。≪)AVTS の支払のための支出 は一 元社会保険被保険者やROP の元被保険者 に支給
された手当分を除いてー 、今後 は、この特別拠出 によって賄われることになる。46)また、44年12 月30
日のオルド ナンスは、社会保険の労使の二重保険料の料率を8% から12 ％ に引 き上げるが、その埋
め合わせのために、賃金給与 の分類所得税 を引き下げ、賃金給与 の基礎控除 も1 万 フランから2 万
フランに引き上げた。47)こうして、AVTS は財源を与えられ、制度存立の基礎を得 る。
「老齢被用者手当を新たな基礎の上に組織化し、社会保険の老齢年金と廃疾年金の制度を修正す




千2 百フラン、それ以外の地域の労働者は5 千4 百フランと決められた。(Ord. 第3 条第1 項)さら
に、次のような補足的給付が、いくつかの条件を満たすとき、その手当に追加して支給されること
になった。
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I ） 受給者の扶養する配偶者のために、年2 千フランの割増、並びに、家族 法典 によって定 めら
れた家族手当や単一賃金手当。2
）5 人以上の子供を持つ老齢労働者に対する年1 千 フランの給付（bonification）。 ただし、父
母がともにこの給付に権利 を持つときは父に支給される。3
） パ リ地区に2 年以 上住 んでい る受給者のための年1 千6 百 フランの補足 手当 （allocationcomplementaire
）。（Ord. 第3 条第3 項）
受給者の収入総額の限度額は、単身者の場合は年1 万5 千フラン、夫婦の場合は年2 万 フランに
引き上げられた。（Ord. 第5 条第1 項冲) そして、手当額等の41 年法の規定は、44年12 月31 日 まで適
用され、45 年1 月1 日からオルド ナンスの規定が適用されることとされた。（Ord. 第7 条）45
年2 月2 日のオルド ナンスは、 また、手当の受給資格者が死亡したとき、自らは手当や年金の
受給者ではない被扶養者の寡婦は、65 歳以 上であれば直ちに、そうでなければ65歳に達した ときか
ら、故人 の手当の半分 に等しい「終身援助金（secoursviager ）」を受け取 るとした。ただし、故人 が60
歳 になる前に結婚がなされてい なければならない。この終身援助金は、5人以 上の子供 を育てた労
働者 のための給付や、パリ地区の労働者に支給される補足手当の半分の金額によって増額さ れる。
（Ord. 第4 条）50)41
年法は、既 に述べたように、60 歳未満の被保険者 を50歳以上 と50歳未満に分けて、今後の老齢
年金の設定に関する方法を別々に記述した。45 年のオルド ナンスは、41 年1 月1 日に50 歳以上の農
商工業の被保険者の老齢年金の設定に関する41年法の規定は暫定的に維持 されるとした（Ord. 第12
条） が、50 歳未満の被保険者 については特に触れていなかった。したがって、50 歳末満 の被保険者




民老齢年金法の強制被保険者 に国から支給される手当のいず れか を受給する老齢 年金の受 給権者
は、65 歳（労働に不適応 と認められた場合は60歳）で、（1)7,200Fr.の手当、(2）40年12 月31 日に停止
された彼らの個人口座に登録された年金（rente）、を含む年金を受給し、補足的給付に も受給権 を持
つ と、 このオルドナンスは規定した。 そして、個人口座に登録された年金（rente）を除 く手当は、
扶 養されていた彼らの寡婦のための終身援助金に割 り当てるために委譲できる とした。（Ord. 第13
条第1 項）51）ここで、7千2 百フランの手当というのが、AVTS の手当と同じ金額であり、実質的にAVTS
にあたるが、この手当 を含む年金が支給されるということで、最低保証 されている社会 保険
の老齢年金 を受給で きる高齢者 はAVTS と同じものを年金という名称で受 給で きることが明 らか
になった。41 年法が謳った手当と年金の一体化が具体化しているということなのであろうが、この
こ とは、公的扶助に関するスティグマの問題に関係するだろう。
このオルド ナンスでは、 また、AVTS の費用は基本的に1944 年12 月30 日のデクレ（オルド ナンス）
で定められた条件で賄われる（Ord. 第H 条）ということや、退職年金の特別制度 に加入してい る労
中上 ：フ ラン スに おけ る高 齢者 最低 所得 保証の 起源 一 老齢 被 用者手 当 （AVTS ）一 69
働者も少なくともAVTS と同等の給付を受給する（Ord. 第15条第1 項）ということが明記された
り、入院費の支払の場合を除いて年2,400フランまでの手当は譲渡や差押えが禁止されることが規定
された（Ord. 第8 条）。65歳以上の者に失業救済や職業紹介は行われないという41年法の規定はその







めに国民連帯基金（FondsNationaldeSolidarite 、略称FNS ）の創設を決め、AVTS の受給者に追
加手当（allocationsupplementaire）を支給し始めた。52）40
年代には100万人以上を数えたAVTS の受給者数も、時が経過し、社会保障制度の再建・整備が
進むにつれて、その数を減らしていく。（表5 －1、5-2 、5－3 参照）「子供5 人の母親への手当」
表3 老齢被用者手当（AVTS ）年額の推移（一般制度） (単位 ：フラン(7))
実施日
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フ ラ ン ス 全 体 （4）
AVTS のみ
AVTS 十追加手当









は、受給 者が3 人以上の子供を育 てた場 合。10％割増 される。(2)A
は75歳未満の場合、B は75歳以上 の場合。(3)
追加手 当の受給権者であって、労 働不能または65歳以上。(4)1952
年4 月1 日以降、居住地が どこであ ろうとAVTS の金額は単一 となった。(5)75
歳以 上の受給権者の場合は900 フラン、75歳未満の受給 権者の場合は800 フラ ン（経 過規定）。(6)1964
年I 月I 日以降、年齢や居 住地が なんであれ、単一額 のAVTS と単一額 の追 加手当し かない。
く7)1959 年 までは100旧 フラン、1960 年からは（新） フラン。
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表4 老齢ミニマムを構成している諸手当の年額と収入上限の年額の推移（1964 年～1986 年） (単位：フ ラン)
年 月 日 AVTS 等山 FNS の追加手当
全体(ミニマム
年金十FNS)
収 入 上 限
















































































































































































































中上： フ ラン スにお け る高齢 者最 低 所得保 証の起 源 一 老齢被 用 者手当 （AVTS ）－




1951 年 1952 年 1953 年 1954 年




委 譲 年 金AVTS
子 供5 人 の 母 親 へ の手 当

















































































表5 －2 一 般 制 度 の 各 年12 月31 日 現 在 の 老 齢 保 険 被 保 険 者 数 と 支 給 さ れ た 年 金 額 { 単位：人 、百万旧Fr. 」
年金や手当の種類
1955 年 1956 年 1957 年 1958 年




委 譲 年 金AVTS
子 供5 人 の 母 親 へ の手 当


















































































表5 －3 一 般 制 度 の 各 年12 月31 日 現 在 の 老 齢 保 険 被 保 険 者数 と 支 給 さ れ た 年 金 額 (単位 ：人 、百万( 新)F「.」
年金や手当の種類
1959 年 1960 年 1961 年 1962 年




委 譲 年 金AVTS
子供5人の母親への手当













































































「終身援助 金」は次の項 の「その他」に含 まれ る。(2)
ここには、1958 年 に、社会保障全国 金庫によって老齢保険地 域金庫に払い戻 された郵税が 含まれる。(3
）1959 年｜月1 日以降。一般制 度が負担 する支出(1958 年12 月30日財政法）。それ以 前は、これらの支出 は国民 連帯基金によっ て賄われた(4)
これらの追加手当の受給者 は既に--般 制度の老齢給付 を受 給している。したがって、 その受 給者数は上記の 合計に は追 加されない。
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と「終身援助金」を含むAVTS の受 給者は、50 年代前半にはまだ100 万人を超えていたが、1962 年 に
は60万人へと半分近くに減少した。AVTS=3 ）の受給者は、1959 年 には76 万8 千人であったが、20 年
後には7 万7 千5 百人 と10分のI 近 くに減少した、とも言われる。5‘）1983年12 月31 日には、AVTS の
受給者は1 万6 千918 人し かいなくなっていた。1984年には、AVTS の新 たな支給は2 件しかなかっ
た。この意味で、AVTS は消滅途上にあり、55）go年代 の終わり近 くには、「この手当は事実上 もはや
支給されていない」56)状態になったのである。
本来のAVTS ややや広い意味でのAVTS がその受給者数を大 きく減らしているとき、AVTS の
類似制度が発展を遂げることになり、 これらが総称してAVTS と呼ばれるようになっていく。AVTS
とは区別 されるが、退職者の最低生活保障のために、それを補うものとして国民連帯基金
（FNS ）の追加手当が創設されたことは既 に述べた。1972 年7 月3 日付けの第72-554 号法 と、 この
法 を施行するための1973 年10 月2 日付けの第73-937 号と第73-938 号のデ クレ は、家 内工業 （profes-sionsartisanales
）や工業や商業 の非被用労働者の老齢年金制度 を一般制度の年金制度 に追随させ る
ことを規定し、非拠出手当 をこうした職業分野の「独立労働者 （自営業者）」に拡大した。 これがAVTNS
（老齢非被用者手当:AllocationauxVieuxTravailleursNonSalaries ）であり、AVTS と
同様 の条件、 すなわち、1
） フランス国籍、 また は相互協定締結国出身であ ること、2
）65 歳以上、 または労働に不適応な60 歳以上であること、3
） 上限よりも少ない収入であ ること、
に加 えて、AVTNS に固有 の条件、すなわち、I
） 少なくとも25年間（1973 年から1982 年までの経過期間については短縮される）の非被用者 と
しての職業活動（あるいは類似 の活動）に従事していること、 あるいは、1949 年1 月1 日以降、
少なくとも15年間保険料を拠出していること、2
） その仕事は、最低報酬（その金額はアレ テで決められてい る）をもたらし、老齢保険保険料
の拠出 を生じさせること、
を満たしている対象者に支給されることになった。 こうして、社会保障の一般制度、特別制度、農
業制度に属 する被用者を対象 とするAVTS に加えて、家内工業、工業、商業の制度に属 する非被用
者 にもAVTNS ができることにより、これらの手当 を、直接的な権利や派生的な権利 によって受給
する人 の数は著しく増加し、1975 年12 月31 日現在で、4 百12万7 千76 人 となった。57)
3 。 老 齢 ミ ニ マ ム
収入（ressources）が一定以下の全ての高齢なフランス人（単身者か夫婦）に保障される最低所得
額として「老齢 ミニマム（minimumvieillesse ）」 というものがある。 これは簡単 に、
老齢 ミニマム＝（!）AVTS 十(2）追加手当58)、
と説明さ れたりする。あるい は、(2) 追加手当の部分 は変わらないが、(1）の部分 が、「基本手当
（allocationdebase ）」 とか「基本 ミニマム(minimumdebase ）」とか「老齢ミニマムの第1 段階」
中上 ： フラ ン スにお ける 高齢 者最低 所 得保 証の起 源 一 老齢 被 用者手 当 （AVTS ）－ 73
とか「基本老齢給付（avantagevieillessedebase ）」59)などと呼ばれたりもする。とにかく、（I）の
部分の金額 はAVTS の金額 と同一なので、 その部分は一般に、AVTS と言われるのである。
老齢 ミニマムは、首尾一貫した もののように見えるが、実際 は、 法律の成り行 きにまかせて不統
一 なやり方で作られたいくつもの給付の重なり合ったものなのである。 その2 つの基本的構成要素
がAVTS と追加手当なのである、60)というのが正確な言い方であろう。こうして、現在では、AVTS
は老齢ミニマムとともに、 その構成要素 とし て語られることが一般的になっている。 そこで、老齢
ミニマムについて、そのメカニズムを見ておこう。65
歳 （無能力 の場合は60 歳）以上で、収入 がある基準を下回るすべての高齢者に最低所得が保障
されている。これが老齢ミニマムであ る。この最低所得は2 つの「段階」 から構成されている。1.AVTS
の金額 までの基礎段階。「第1 段階」とも言われる。一般制度に加入していた人々の場
合、過去 には、第1 段階の保障 は拠出ベ ースの手当の支給によって保証され得た。しかし、
制度の機能不全と結びついて、これらの手当は事実上消滅した、と言われる。 ほとんど全て
の場合、一般制度に属している人々 は直接のか委譲のかの年金に権利 を持っている。この時、
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ケース1 ：高齢者A の老齢保険の年金額はAVTS の金額( 月1,444F) より多いが、彼の収入( 老
齢保険の年金含む) が老齢諸手当支給の収入上限( 月3,554F)を下回る場合、彼は、老
齢ミニマム(月3,470F)と彼の収入との差額分を老齢連帯基金(FSV) の追加手当一 国
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によって出資されるー として受給する権利を持つ。
ケース2: 高齢者B の老齢保険の年金額がAVTS の金額 を下回り、彼の収入も老齢諸手当支給の
収入上限を下回る場合、彼の年金はAVTS の金額 までFSV の費用で割増 され、 そし
て、この金額を基礎にして、老齢ミニマムの金額まで追加手当が付け加えられる。
ケース3 ：高齢者C はいかなる老齢保険制度にも加入してお らず、彼の収入は老齢諸手当の収入
上限額 に満たない。この場合、彼は、FSV から財源調達 される特別手当 （allocationspeciale
）（その金額はAVTS の金額 と同じ）と、老齢ミニマムの金額に達する までのFSV
の追加手当に受給権を持つ。61）
さらに付言すれば、ケース1 、ケース2 で支給されている老齢保険の年金は、高齢者が加入し てい
た老齢保険金庫 から支給 され る。15 年以上 の保険加入期間 を有する高齢者は「基本ミニマム」（＝AVTS
の金額）が保障 されており（一般制度の場合、1975 年7 月1 日以降）、その高齢者の老齢保険
の年金が「基本 ミニマム」 に満たない場合には、老齢保険の金庫がその差額を非拠出の給付 とし て
支給する。保険加入期間が15 年未満の者の場合、一般制度の被用者や農業被用者であれば、保険期
間に応じて比例的に決められたミニマムが老齢保険金庫から支給される（1975年1 月3 日法以後）。
他の制度に属してい る者の場合 は、従来は、ある上限以下の個人的収入のときに限り、後述 の「老
齢手当特別基金」 と呼ばれる特別基 金の負担によって、彼らの年金がミニマム まで引 き上 げら れ
た。62)保険加入期間が15 年末満の一般制度の被用者や農業被用者で、比例的に決められた ミニマ ム
が「基本 ミニマム」に満たない とすれば、 ケース2 のように、特別基金によって、広義 のAVTS 保
障 として支給されることになるのであろう。
「老齢手当特別基金（Fondsspeciald ’allocationvieillesse）」は、「排除者基金（fondsdesexclus ）」
とも言われ、1952年7 月10 日法によって創設 された。これは、いかなる制度 にも属さない全ての人々
を結合する金庫 として機能することを目的としていた。 その管理 は預金供託金庫 に委 ねられ、収入
は全ての法定制度からその退職者数に応じて徴収された保険料 によって賄 われた。1985年に、99,847
人 （大多数は女性）がこの基金を利 用していたが、その後、その人数は大 きく減少した。63）
また、1975 年7 月1 日以後、老齢年金のミニマムは、被保険者が15 年間保険料を拠出しようと、37
年半拠出しようと、その間 の期間であれば同一であり、AVTS の金額 と同じであった。老齢年金
のミニ マムは、こうして、 もはや拠出努力が年金額の差 に反映しない ものとなっていた。 そこで、1983











度 を設定しているからである。≪≪）AVTS はまた、い くつかの給付への基準 として も役立っている。67)
（表6 参照）
表61998 年1 月｜日における老齢諸手当の金額



















































































）Jean-RobertDEBRY （sousladirectionde ）,SECURITESOCIALE ：evolutionourevolution ？、PUF,1968,pp.76-77.6
）社会保険の保険料は、労使折半で、28 年法では賃金の10% という定率制とされていたが、30年法では5 段階
に分けられた所得階層ごとの定額制になる。これは、「基礎賃金」の8 ％に相当するものであった。36 年以後は


















） 金 庫 は ， 社 会 的 に 有 用 な投 資 対 象 に， 比 較 的 低 い 利 子 率 で 多 額 の 資 金 を 投 資 し た と 言 う こ と も で き る。34 年6
月 か ら40 年12 月 まで は，金 庫 は，そ の利 用 し う る資 金 の4 分 の3 を，失 業 を 減 ら す た め の 公 共 事 業 に融 資 を す
る 「 共 同 労 働 基 金(f ）ndscommundetravail.JointWorksFund) 」 に 投 資 す る こ と を強 い ら れ た 。Ibid. こ の よ
う な投 資 は ， 年 金 額 を 増 や す た め に投 資 利 回 りの 最 大 化 を 求 め る立 場 か ら は批 判 さ れ る もの で あ る が ， 社 会 全
体 の 観 点 か ら は有 用 な もの と し て 評 価 さ れ る の か もし れ ず， 議 論 の あ る とこ ろ だ ろ う。20
）AlainBARJOT,'LASECURIT £.SOCIALE ’,dansAlfredSAUVY,H/STOIREECONIMIQUEDELAFRANCEENTRELESDEUXGUERRES,3ernevolume.Fayard,1965,p.39l.21
）36 年 まで に, 社 会保 険 保 険 料 の 規 則 正 し い 拠 出 者 の 推 定 数 は,800 万 か ら820 万人 の 潜 在 的 拠 出 者 総 数 の う ち ，600
万 人 以 下 で あ っ た。LYNES,op.cit.,p.12.22
）Ibid.,p.15.23
）BARJOT,op.cit.,p.392.24
）1944 年8 月 の パ リ 解 放 ， 翌9 月 の ド ゴ ー ル組 閣，10 月 の 英 米 に よ る共 和 国 臨 時 政 府 の承 認 ，11 月 の 議 会 召 集
と続 く。 ナ チ ス ・ ド イ ツ の 降 伏 は45 年5 月。 こ の 時 期 の 一 般 的 状 況 に つ い て は， 渡 辺 和 行 『 ナチ 占領 下 の フ ラ
ン スj 講 談 社 ，1994 年 ， お よ び ， シ ャ ン・ド フ ラ ー ヌ （大 久 保 敏 彦・松 本 真 一 郎 訳 ）r 対 独 協 力 の 歴 史丿 白 水 社 ，1990






） こ の点 に つ い て は，後 述 の よ う に ，41年1 月1 日 現 在50 歳 未 満 の 被 保 険 者 に 対 し て は，否 定 的 方 向 で ペ ン テ ィ
ン グ に さ れ て い る 。31
）Ibid.32
）!bid.33
）「被 保 険 者 」 の部 分 は ， 法 の 第10 条 か ら 第14 条 まで の条 文 で は，「 社 会 保 険 の 強 制 被 保 険 者 」 と な っ て い る。







） フ ラ ン ス で も ， こ の時 期 ， 社 会 保 険 と公 的 扶 助 の 「融 合 」 し た 制 度 を望 ま し い と す る考 え 方 が あ っ た の か も
し れ ない 。 例 え ば ，「 強 制 的 老 齢 保 険 制 度 の 年 金 は ，不 十 分 で あ る こ と が明 ら か にな っ て く る こ とが あ る 。た と
え 老 齢 保 険 を受 給 す る こ とが で き な い 高 齢 者 の た め に 社 会 扶 助 （救 済 ） を維 持 す る こ と が 普 通 の こ とで あ る に
し て も， 不十 分 と判 断 さ れ る老 齢 年 金 を補 完 す る た め に 高 齢 者 に対 し て 社 会 扶助 制 度 を保 持 し 続 け る の は 論 理
的 で は な い。 高 齢 者 に対 す る 老 齢 年 金 と社 会 扶 助 の両 制 度 の融 合 し た も の（unefusion ）に 到 達 す る こ とが よ り
論 理 的 で あ る だ ろ う 。 し か し なが ら ， 老 齢 年 金 の改 善 に 伴 う 費 用 と 老 齢 保 険 制 度 の 複 雑 さ の た め に， 高 齢 者 に
中上 ： フラ ン スにお ける 高齢 者最 低所 得保 証の起源 一 老齢 被 用者 手当 （AVTS ）一 79
対 す る 社 会 扶 助 制 度 は 維 持 さ れ， い くっ か の 場 合 に は（特 に 入 院 の 場 合 ）， 生 存 に必 要 な ミ ニ マ ム を 構 成 し て い
る あ る 種 の 限 度 まで 関 係 者 の所 得 の 補 完 を す る た め に，( 社 会 扶 助 制 度 は ）老 齢 保 険 制 度 の 年 金 か 退 職 年 金 か 手
















な お ， 本 稿 で は，FNS に つ い て は 扱 わ な い 。53
） 本 来 のAVTS の ほ か に，「子 供5 人 の 母 親 へ の 手 当 」 と 「終 身 援 助 金 」 を 含 む も の と考 え ら れ る。54




）1994 年1 月1 日 に 老 齢 連 帯 基 金(fondsdesolidaritevieillesse:FSV ）が 設 置 さ れ て か ら は ， 追 加 手 当 はFSV
に よ っ て 賄 わ れて お り ，「FSV の 追 加 手 当 」 とな っ て い る。 そ れ ま で は ，「 国 民 連 帯 基 金 （FNS ） の 追 加 手 当 」










） 例 え ば ，「 こ の 二 つ（公 的 扶 助 と社 会 保 険 － 引 用 者 ）の 流 れ が 総 合 さ れ て， 全 国 民 を 対 象 に社 会保 障 が 生 ま れ
る と通 常 説 明 さ れ る … … 。 欧 州 各 国 はニ ュ ー ジ ー ラ ンド （社 会 保 険 で も な い 公 的 扶助 で も ない 社 会 保 障 法 とい
う 統 一 立 法 の もと で の 制 度 を は じ め て つ く り上 げ た 国 ―引 用 者 ） の 社 会保 障 を ー つ の 理 想 型 と み て ， こ うし た
制 度 にい く こ とを 望 ん だ の で あ っ た け れ ど も， 決 し て そ の よ う に はな ら な か っ た の で あ る。」佐 口 卓r 社 会 保 障
概 説 第 二 版 』 光 生 館 ，1997 年 ，5 頁 。
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OriginedurevenuminimumgarantienfaveurdespersonnesageesenFrance
－AllocationauxVieuxTravailleursSalaries(AVTS) －
MitsuoNakagami
EnFrance,l'assurancevieillessedelaloidesassurancessocialesmiseen
vigueuren1930agaranti,commemesuretransitoire,leminimumdelapensionde
vieiHesseau χtravailleurssalariesquiontcotiseaumoinspendant5ansetenmemetempsquidepassent65ansenprincipe.Dufaitdesdepreciationsmonetairesetdelasecondeguerremondiale,lapensions'estcependantfortementdeprecieeetuntresgrandnombredepersonnesageess'estretrouvedanslamisere.Danscettesitua-tion,legouvernementdeVichypromulguelaloidu14mars1941quiattribueuneallocationau
χvieu χtravailleurssalariesquiontdesressourcesinferieuresauplafondannuelfixe.C'estrallocationauxvieuxtravailleurssalaries(AVTS).LegouvernementapreslaLiberationl'acontinuee
，l'areorganiseeenposantsonassiettefinanciere,etenafaitunsyst
色medurable.Depuislacreationdel'AVTS,lesystemefrancaispourgarantirlerevenuminimumenfaveurdespersonnesageesaeteamelioreetilaetereamenage.En1956,leFondsNationaldeSolidariteaeteinstitueenvuedeverserune
“allocationsupplementaire"auxallocatairesdel'AVTS.Cettefagonetabliralesbasesdu
“minimumvieillesse".En1972,aetecreeunsystemepareilaceluidel'AVTS,enayantpourobjetdestravailleursnonsalaries.Commeiasocieteetreconotniefrangaisesetirentdudesordrequelaguerreasusciteet,enoutre.l'institutionderetraiteestamelioreeetreamenagee,lenombredesallocatairesdel'AVTSprimitiveadecru.Actuellement,lesystemeprimitifdel'AVTSapratiquementdisparu.Letermed
’AVTSconservequandm8raeencoredenosjoursunetresgrandeimportancecarl'AVTSconstitue,commepremieretagedu
“minimumvieillesse",enfaitleminimumdepensionauquelpeutpretendretoutretraite.
